
○ 加配定数は、児童生徒数ではなく、特別支援教育(通級指導)
いじめ・不登校への対応、貧困による教育格差の解消、外国人
児童生徒への日本語指導など、学校の課題に応じ措置するもの。

○ 少子化の中にあっても、学校が抱える教育課題は急増。

加配定数の削減は、学校の教育力低下に直結。

学校を取り巻く環境が複雑化・困難化し、教員に求められ

る役割も拡大する中で、むしろ加配定数の改善が必要。

教職員定数に関する考え方①
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○ 上記の考え方は、本年6月の財政審建議における「定数合
理化計画」と全く同じ内容。

○ 加配定数の減(▲3,771人)は、学級当たりの加配定数を固定
した上で、少子化を踏まえ、機械的に削減するもの。

教職員定数のベースライン

≪加配定数と各教育課題は、この10年間でどの程度増えているのか≫
（H16年度を100とした場合）
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資料３－１
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○ 教員の本務は教科指導だけでなく、生徒指導は教員の中核的
業務。

○ 文部科学省としても、チーム学校の考え方の下、スクールカウン
セラーやなどの専門人材の活用や地域住民の参画を積極的に進め
ている。

○ 一方、以下のような業務は、外部人材や住民ボランティアが行え
るものではなく、学校としての責任ある指導体制は教員が中心となっ
て構築する必要があり、教職員定数の充実が必要。

・いじめ等の問題行動を学校全体で組織として把握する体制づくり

・実際に生じた問題事案の解決のための児童生徒への直接の指導

・警察等の関係機関との連携

教職員定数に関する考え方②

○ 「授業の専門家」である教員を増やしても、
いじめや校内暴力、不登校への対策にならない
ため、多様な専門家や地域住民を活用すべき。

○ 授業以外の事務作業に多くの時間を取られて
いるが、その多忙な勤務体系を緩和するために、
「授業の専門家」である教員を増やすことが、
本当に有効な解決策なのか。

○ 文部科学省の要求は、全ての業務を教員で対応するものでは
なく、チーム学校の考え方の下、事務職員や専門スタッフの配置
改善で対応しようとするもの。

○ 論理的思考力の向上、英語、ＩＣＴなど日本の
学校教育を取り巻く様々な課題に対し、教員の数
を増やし、その教員への研修を拡充する、という
取組は効果的なのか。
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教職員定数に関する要望等一覧（平成27年6月）

◇全国知事会
「日本の成長を支える学校教育の充実に向けた教職
員定数の改善について」（6月11日）

◇全国市長会
「都市税財源の充実強化に関する決議」（6月10日）

◇指定都市市長会
「教育現場の実態に即した教職員定数の改善・充実
に関する指定都市市長会緊急アピール」（6月9日）

◇中核市市長会・全国施行時特例市市長会
「教育現場の実態に即した教職員定数の充実に関
する緊急要請」（6月9日）

◇全国都道府県教育長協議会
「教職員定数に関する緊急要望」（6月10日）

◇全国都市教育長協議会
「教職員の合理化計画に反対する緊急要望」
（6月10日）

◇指定都市教育委員・教育長協議会
「加配定数を含めた教職員定数に関する緊急要望」
（6月9日）

◇中核市教育長会
「教職員の合理化計画に反対する緊急要望書」
（6月9日）

◇全国市町村教育委員会連合会
「教職員の合理化計画に反対する緊急要望書」
（6月9日）

◇全国町村教育長会
「教職員の合理化計画に反対する緊急要望書」
（6月8日）

◇全国連合小学校長会
「教職員定数の計画的な合理化に反対する緊急要
望書」（6月9日）

◇全日本中学校長会
「教員加配定数の計画的な削減に反対する緊急要
請書」（6月8日）

◇日本ＰＴＡ全国協議会
「教職員の合理化計画に反対する緊急要望書」
（6月8日）
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深刻化する子供の貧困

（平成25年度全国学力・学習状況調査の結果を活用した学力に影響を与える要因分析に関する調査研究）

（正答率）

※ＳＥＳ・・世帯所得と父母の
学歴を合成した指標

※家庭の経済状況は学力に大きく影響

学校の実像①

少子化の中にあっても、激しい社会変化の中で様々な課題や特別の学習ニーズのある
子供たちの数は増大しており、学校は対応を迫られている

■経済的援助を受ける困窮家庭が増加
16人に1人（H7） → 6人に1人（H24）
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準要保護児童生徒数
要保護児童生徒数

※ 要保護児童生徒数 ：生活保護法に規定する要保護者の数
※ 準要保護児童生徒数：要保護児童生徒に準ずるものとして，市町村教育

委員会がそれぞれの基準に基づき認定した者の数

（出典）文部科学省調べ

１０万人

「子供の貧困対策に関する大綱」（平成26年8月閣議決定）

「教育の支援においては、学校を子供の貧困対策のプラット
フォームと位置付け、①学校教育による学力保障、②学校を窓
口とした福祉関連機関との連携、③経済的支援を通じて、学校
から子供を福祉的支援につなげ、総合的に対策を推進する」

家庭

福祉関連機関
教育委員会

学校（プラットフォーム）

○教育相談の充実
スクールソーシャル
ワーカー
スクールカウンセラー

NPO・地域

○家庭教育支援
○地域による学習支援

○学力保障・進路指導
教員
サポートスタッフ
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■日本語指導は、日本語を学ぶだけではなく、教科の学習内容を理解
することを組み合わせた学習

■担当教員は、日本語指導に加え、学校生活への適応についても指導

■日本語指導の多くは通常の授業時間帯に、対象児童生徒を個別に
取り出して行われる指導

■児童生徒一人一人の障害の状態に応じた個別指導

児童生徒ごとに指導内容も教材も異なり個別の指導計画
及び教材研究・準備が必要。

■通常の授業時間帯に、対象児童生徒を個別に取り出して行う指導

◆通級による指導（通常の学級に在籍する障害のある児童生徒への特

別な指導）の対象児童生徒は10年間で２．３倍に増
加。
これらに必要な教員は、地方からの要望のうち
８７％しか定数措置できていない。

◆学習障害、注意欠陥多動性障害など、通常の学
級に在籍している発達障害の可能性のある児童
生徒は６．５％程度（約６０万人）

◆ 日本語指導が必要な児童生
徒は10年間で１．６倍に増加。

◆ そのうち、約２割（約６，０００
人）が日本語指導を受けること
ができていない。

学校の実像②

（文部科学省調べ）

【外国人児童生徒への日本語指導の特徴】
・・・単なる言語習得の指導ではない

H16 H26

34,178人

（文部科学省調）

※外国人児童生徒のほか、帰国児童生
徒など日本語指導が必要な日本国籍
の児童生徒を含んでいる。

【通級による指導の特徴】・・・通常の学級の教員が片手間ではできない

21,344人

１．６倍

障害のある児童生徒の増加 日本語指導が必要な外国人児童生徒の増加

学習指導以外に特別なサポートが必要な子供の増加

(注) ・国・公・私立の小学校のデータ

（出典）文部科学省「児童生徒の問題行動等
生徒指導上の諸問題に関する調査」

学校内での暴力行為の件数

平成９年度 平成２６年度

８．１倍

1,304件

10,605件

平成９年度 平成２５年度

5,352件

73,765件

児童虐待相談対応件数

１３．８倍

（出典）厚生労働省調査
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教員は指導に専念

教科指導
・新教科（小学校英語及び道徳）の導入
・郷土学習・地域教材の充実
・教育格差の解消のための学力保障
・特別な教育ニーズへの対応 など

生徒指導

学校行事

部活動の指導

いじめ・不登校（福祉的ケア）

発達障害対応（専門ケア等）

保護者・地域の個別対応

いじめ・不登校（心のケア）

会計（給食費の徴収等）

スクールカウンセラー

特別支援教育支援員・看護師

地域連携担当教職員（仮称）

事務職員

○教員は、子供への指導に専念し、子供と向き合う時間を増やす。

○教員に加えて、専門的知見を有するスタッフを配置。
→それぞれの専門性を活かし、学校がチームとして教育力を発揮。

部活動支援員（仮称）

スクールソーシャルワーカー

アクティブ・ラーニング等
新たな教育への対応
グループ学習やレポート、発表などの
双方向型の学習

教員が対応

教員
が主に対応

「チーム学校」による教職員構造の転換（イメージ）
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我が国における学級規模に関する研究事例

不利な家庭環境に置かれた児童生徒が数多く在籍
する学校においては、学級規模が小さいほど正答率が

高くなる傾向

学級規模が小さいほど子供たちの自己肯定感が

高くなる傾向

出典：平成26年度学力調査を活用した専門的な課題分析に関する調査研究

○小学校

※ＳＥＳ・・・家庭所得、父親学歴、母親学歴の３指標を合成した指標。

（出典）平成26年度全国学力・学習状況調査
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（不利な家庭環境の児童生徒が数多く在籍する学校（lowest SES））

先生は、あなたのよいところを認めて
くれていると思いますか

（正答率）
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少人数教育の効果（東京都）

教員加配により少人数教育を導入した学校は、導入しなかった学校に比べ
て、生活面、学習面等において顕著な効果があった。
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（出典）東京都教育委員会 小１問題・中１ギャップの予防・解決のための「教員加配に関わる効果検証」に関する調査
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学級規模が小さいほど、学習規律・授業態度が良い
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授業中の私語が少なく、生徒が落ち着いている学校の割合 生徒が礼儀正しい学校の割合

（出典）平成27年度全国学力・学習状況調査（中学校分）

学校には学習意欲・規律が低い子供も多い。集団が大きくなるほど、グループの統制が難しく逸脱行動が
増える。
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学級規模が小さいほど、主体的な学習を促す授業が充実

総合的学習の時間で、自分で課題を立て情報を集め、調
べた成果を発表する学習活動に取り組んだ割合

ＩＣＴを活用して子供同士の学び合いや課題解決型の学習
指導を行った割合
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（出典）平成27年度全国学力・学習状況調査（中学校分） ⅶ



学級規模が小さいほど、主体的な学習を促す授業が充実

理科で自分の考え・考察を説明・発表している生徒の割合 月１回以上理科室で観察・実験を行った割合

理科で観察・実験の結果を基に考察した割合
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（出典）平成27年度全国学力・学習状況調査（中学校分） ⅷ



学級規模が小さいほど、授業内容の理解が高まる

（出典）平成27年度全国学力・学習状況調査（中学校分）

授業内容がよく分かると答えた生徒の割合
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